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※１ 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業費補助金 補助対象経費(10,397千円)の1/2

※２ 指定文化財保存整備事業費補助金 国庫補助対象経費から国庫補助額を差し引いた額(5,199千円)の2/5以内(13％)

２ 事業費及び財源内訳

予 算 説 明 書 【 繰 越 明 許費 】
事 業 名 繰越明許額

ページ 款 項 目

46～47 ２
総務費

１
総務管理費

11
平和推進費

【補助】被爆建造物等保存整備事業費
国指定史跡長崎原爆遺跡

千円
１０，７５１

１ 事業概要

国指定史跡長崎原爆遺跡を構成する旧城山国民学校校舎につ
いて、令和２～３年度に実施した耐震調査及び診断を踏まえ、耐震
化を含む保存修理工事に向けて実施設計を行うもの。

施設概要
（1）位 置 長崎市城山町95番地 市立城山小学校内

（爆心地から約500ｍ）
（2）建設時期 昭和12年（1937年）
（3）構 造 鉄筋コンクリート造 ３階建て
（4）来館者数 修学旅行生など年間約３万人

区分 事業費
財 源 内 訳

国庫支出金
※１

県支出金
※２

地方債 その他 一般財源

予算現額
千円

１３，７９０
千円

５，１９８
千円

６７５
千円

－
千円

－
千円

７，９１７

支出予定額 ３，０３９ １，５１８ １９７ － － １，３２４

繰越明許額 １０，７５１ ３，６８０ ４７８ － － ６，５９３

爆心地

旧城山国民学校校舎
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旧城山国民学校校舎の保存修理工事に係る実施設計委託において、工事予定地の発掘調査を令和５

年１１月から１２月にかけて実施したところ、現在は解体されている旧校舎の基礎のほか、古いコンクリー

ト片や炭化物を含む土層などの地下遺構が検出された。

工事の実施設計を行うにあたり、「国指定史跡長崎原爆遺跡保存・整備委員会」の指導・助言を得なが

ら、地下遺構の取扱いについての検討と適切な工法の検討に不測の日数を要したことなどにより、実施設

計委託が年度内に完了しない見込みであるため。

３ 繰越事由

発掘調査状況

古いコンクリート片
や炭化物を含む土層

現在は解体されてい
る旧校舎の基礎

発掘調査箇所
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４ 事業スケジュール

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

当初

変更後

実施設計

文化庁調整

文化庁現状変更許可

11/23～12/7
発掘調査

●遺構検出

地下遺構
の取扱い
検討

工法検討

保存修理工事

保存修理工事

実施設計

文化庁調整

文化庁現状変更許可

入札執行・仮契約

入札執行・仮契約
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（１）補正内容

訪問介護及び介護保険等利用被爆者助成費の支給額が当初見込みを上回ることから、所要額を増額するもの。

（２）補正額

予 算 説 明 書
事 業 名 補 正 額

ページ 款 項 目 番号

30～31
３

民生費
４

原爆被爆者
対策費

５
原爆被爆者
一般援護費

1-1 訪問介護及び介護保険等
利用被爆者助成費

千円
３６，７４６

被爆者が介護保険によるサービスを受けたときに負担する自己負担分について助成するもの。

１ 事業概要

２ 補正内容及び補正額

-５-

項目 当初予算（A） 補正後（B） 増減（B－A） 増減率

ア　支給件数 84,612件 86,867件 2,255件 2.7%

イ　支給額 1,022,514千円 1,059,260千円 36,746千円 3.6%

ウ　積算内容

H30年度～R3年度の各サービスの
増減率により見込んだ支給件数
×　R4年度上半期の支給単価をも
とに算定

R5年度4月～11月（8か月分）の各
サービスの支給実績額① ＋ 12月
～3月（4か月分）の見込金額（①/8
か月×4か月）をもとに算定

（参考）

H30実績 R元実績 R2実績 R3実績 R４実績

100,007件 97,110件 90,729件 89,563件 87,702件

対前年増減率 - -2.9% -6.6% -1.3% -2.1%

1,006,758千円 1,006,910千円 984,557千円 1,042,885千円 1,058,549千円

対前年増減率 - 0.02% -2.2% 5.9% 1.5%

項目

支給件数

支給金額



（３）補正額の内訳

２ 補正内容及び補正額

-６-

支給件数
（件）

支給単価
（円）

支給額
（千円）

支給件数
（件）

支給単価
（円）

支給額
（千円）

支給件数
（件）

支給単価
（円）

支給額
（千円）

ア 介護老人福祉施設入所 5,796 30,301 175,625 6,138 30,395 186,567 342 94 10,942

イ 短期入所生活介護 6,774 17,808 120,632 7,433 17,872 132,846 659 64 12,214

ウ 認知症対応型共同生活介護 4,059 28,897 117,293 4,212 29,865 125,792 153 968 8,499

エ 小規模多機能型居宅介護 2,717 25,116 68,241 2,758 25,156 69,382 41 40 1,141

オ 通所介護 17,141 9,587 164,331 17,731 9,285 164,635 590 △ 302 304

カ 介護予防短期入所生活介護 100 5,888 589 126 4,738 597 26 △ 1,150 8

キ 地域密着型通所介護 8,695 9,691 84,264 9,383 9,135 85,719 688 △ 556 1,455

ク 地域密着型介護老人福祉施設入所 1,835 33,825 62,069 1,773 35,311 62,608 △ 62 1,486 539

ケ 看護小規模多機能型居宅介護 664 27,610 18,334 647 28,979 18,750 △ 17 1,369 416

コ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,565 16,760 26,230 1,448 18,357 26,582 △ 117 1,597 352

サ 介護予防通所介護相当サービス 11,038 3,680 40,620 10,990 3,766 41,398 △ 48 86 778

60,384 878,228 62,639 914,876 2,255 36,648 ①

シ 支払事務等委託料 83,923 74.8 6,278 85,234 74.8 6,376 1,311 0 98 支給件数が見込みを上回るため

83,923 6,278 85,234 6,376 1,311 98 ②

※ 補正が必要な介護保険サービス等のみ掲載 36,746 補正額 ① ＋ ②

計（扶助費　ア～サ）

計（委託料　シ）

増の要因介護保険サービス等の種類
当初予算(Ａ)  補正後(Ｂ) 増減(Ｂ－Ａ)

支給単価が見込みを上回るため

支給件数が見込みを上回るため

支給件数及び支給単価が見込みを上
回るため



３ 財源内訳

-７-

（単位：千円）

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 1,022,514 511,257 － － － 511,257

補正額 36,746 18,373 － － － 18,373

補正後の額 1,059,260 529,630 － － － 529,630

区　　分 事業費

財　源　内　訳

※　原爆被爆者介護手当等国庫補助金　：　補助率　1/2


